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	１　開会
　　開会の宣言
２　委嘱状の交付
　　代表受領　島田　ユミ子　様

３　あいさつ
　　工藤市長より

４　委員紹介
５　正副委員長の互選
委員長の互選について、ご意見はありますか。
川島委員が挙手しましたので、川島委員で宜しいでしょうか。
　（異議なし）
　では、委員長は川島委員に決定します。
　続いて副委員長の互選について、ご意見はありますか。
　（島田委員を推薦する）
　島田委員との声がありましたが、島田委員で宜しいでしょうか。
　（異議なし）
　では、副委員長は島田委員に決定します。
　（川島委員長挨拶）
　（島田副委員長挨拶）

要綱に基づき、委員長に会議の進行をお願いいたします。

策定方針について確認事項がありますので、資料をお配りします。３枚つづりになっています。
まず、委員会の体制、進行管理、市民への周知、策定期間の制定について、前回の第６期策定委員会の第３回で、策定委員から専門家でない立場でどういう議論に参加していいかわからない。根岸委員より、まずは専門職で意見を交換して、たたき台を作成してから一般方の意見をうかがうという段階を踏んだらいかがかという意見がありました。
また、第５回は藤井委員より、この策定計画はＰＤＣＡサイクルを記載するだけではなく、しっかりと進行管理をするのか。また、渡辺委員のパブリックコメントについて、年１回の評価委員会の開催をしたらどうか。という意見がありました。ＰＤＣＡサイクルは地域課題の分析、計画、共有、実施、評価、改善を繰り返すと、例えば、在宅生活の日常生活自立度２以上の高齢者の内80％以上が在宅生活の継続に大きな不安を感じない。こういった数量的な評価し得る具体的な目標を設定し、これをアンケート等で成果を検証、目的の達成状況の公表、広報などを行う。数量的に評価するのがポイントです。そして、第５回の安部委員からパブリックコメントが明らかに少ないという発言に対して、市の事務局が３名で反響があったとの発言について、まず、第６期の達成状況の点検や評価をきちんとされているのか。もし、されていないのであれば、どうなのか。
策定期間が第６期は７月10日から行われていたが、このようにとても重要な計画がなぜ、策定期間が短いのか。これについては後でおうかがいしたいと思います。そして、第７期の重要性、総合事業の意味、計画策定前にすべきことをお話し致します。第４回の藤井委員より市でグランドデザインを作成し、事業者がそれについて協力をする。リーダーシップを持ち、行ってもらいたいという意見がありました。実際に第７期は第６期と異なり、行田市が保険者機能を高め、ニーズ調査をしたうえでどのような事業者、内田委員が行っているシニアクラブや尾澤委員、中村委員が行っている自治会、渡辺委員が行っている市民大学といった市民活動、ボランティア、ＮＰＯ法人にどのように活躍をしてもらうか。理由やデータを示して頑張っている人を紹介する、見える化をする手段です。
また、市がお金を出す経営者として、費用を負担する人に説明責任を果たすために、政策の意図として、サービスの必要量を定めた整備計画、整備に向けた誘致や参入の要件を示し、併せて介護保険料の増大を抑制する努力を見える化する。こういった主旨があります。第４回の根岸委員の発言では、夜間対応型訪問介護について、参入要件を計画に反映してもらいたいという意見がありました。こういったものを計画に盛り込むということが求められると思います。実際に保険者機能として、事業者や地域包括支援センターの評価、インセンティブを付加、県と協議し、不要なサービスを制限し、給付額を抑制する。過去のサービス利用傾向の延長として、今後の利用見込みを推計する従来の方法では、第７期とは言えなくなると思います。それは今までの介護サービスは全国で一律であり、介護サービス市場の需要や事業者の希望、参入意向を追認する形であったためであったと思います。第３回の根岸委員、藤井委員より、平成29年度、公募を行わずに特別養護老人ホームが100床必要なのかという意見がありました。介護施設に関しては、これが地域を分断するという側面があり、デイサービス、介護施設に入所してしまうことにより、今までのコミュニティが、根こそぎなくなってしまうという部分もあるかと思います。今後、市がサービス資源管理における指定権限の行使が求められていきます。実際に平成30年度から市の権限が拡大し、県と協議をし、新規の指定をしないなど事業者数が過剰にならないような管理が必要になります。なぜなら、定員割れの施設が他の自治体の住民の入所をすすめ、職員確保の為、在宅介護を支える介護人材が施設に吸収され、介護サービス提供力を低下させ、更なる施設需要を乱す悪循環。実際に今、特養の入所待ちは1週間です。こんな恵まれた地域はないだろうという風にわたしは考えています。その代わり、介護サービスを提供する為の人材を募集しても、応募して頂けない。
次に総合事業の意味として、こういった状況に対して、地域の実情に応じて判断し、柔軟に行える地域づくりを応援する仕組として作られました。この支援事業は消費税アップにより、実現したものでありますから、事業をしっかりと企画し、市が12.5％の支出をすれば、残りは国や県から予算措置をされます。逆に事業を行わなければ、納めた消費税が無駄になるということになります。更に介護給付と同様に使い方は決まっていません。これをどのように使っていくかによって、市の腕次第で将来の介護サービスの格差が拡大する。そして今は訪問介護、通所介護は予防給付ですが、予防給付は全体が消滅し、市の事業になる流れは、まず間違いないだろうと思います。
そこで第４回の相原副委員長より、行田市は2040年に消滅するというようなご指摘がありました。実際に県内40市で、行田市は幸手市に次いで２番目。高齢化率も第２位です。2040年までに行政サービスが立ち行かなくなり、市は消滅する見込みであります。それに対して要介護者、受け手は増え、働き手・担い手は減っていくという状況であり、受け手を減らす予防。受け手を担い手に変える工夫。この２つは必要だろうと思います。
徳島県の上勝町の葉っぱビジネスのような工夫を考えていきたいと思います。そして、計画策定前に行うべきことは、予防するのは義務だということを市民に周知をしなければならないということです。給付の前提として、自分で健康管理をする。要介護になる状態を予防し、その義務を果たしたうえで給付があると。この意識を共有しているのかということがあります。介護保険を払っているのに、サービスが減っちゃったよとクレームのようなご意見をされる方がいますが、そうではないのだということの周知。
もう１つは自立支援とは何か。今、自立支援型のケア会議を行おうとしていますが、自立を支援するとサービスは減ると、保険料を払っても、サービスは減るのだということを周知してもらう必要があるのだと思います。やってあげるとサービスは増えていきます。そのため、自立を損なわないように配慮しつつ、ケアを減らしていく。そして、徒歩圏内に、運動や食事を楽しむことができる通いの場を作り、今までの受け手を担い手に、介護保険の卒業者を担い手にする仕組みが必要だと思います。
そして、これを作るのが、総合事業。新しい互助の構築であります。ここには市は介護保険財源が使えます。例えば、乳酸飲料の配達による安否確認事業。安否確認はとても大変だと思いますが、この乳酸飲料を提供するだけでこれを担い手に変える仕組みがないと相手はもらうだけになり、負担が増えていきます。また公共交通、内田委員がされていましたが、タクシーの助成やデマンドタクシーを与えるだけ、サービスするだけでは市は成り立たないと思いますので、こういったものに対して移動や買い物のボランティアを要請して、今まで受け手であった卒業生を担い手に変えていくという取り組みが必要だと思います。そのためには、他人事から、我が事へ、縦割りから丸ごとへと、こういった考えで、資源の洗い出し、縦割りで色々な部局でバラバラにいろいろなボランティアの養成を行っています。こういったものをできれば、中村委員が評議員をされている社協でまとめていただき、どんなボランティアがあって、どのように使えるのかを見える化をしていただきたい。もう一つは、生活支援コーディネーターという大きな役割の方ができたので、こういう方は計画に策定に参加していただき、ケア会議にも参加して頂く必要があると思います。そのためには基である市が規範的な統合、例えば、保健師が健康の事を行ったり、介護予防を行ったりしていますが、保健センターで行っていることや高齢者福祉課で行っている同じような事を統一してもらう必要もあるでしょうし、市役所で仕事されていた門井委員にも高齢者福祉課の仕事の見直し、こういったアイデア、やはり法定の３事業に対して重点が置かれて、本当に必要な地域の現状、課題の分析、資源の明確が後回しになっている。これでは地域包括ケアシステムを作ることは不可能だろうと。やはり縦割りの組織体制を考える、こういった体制を作り、高齢者だから、高齢者福祉課とならないように、この法定の案件にとらわれないような仕組みを考えていただきたいと思います。
３番目は、我が事、丸ごと地域共生社会。これから2020年から今は、高齢者に対する地域包括ケアシステムですが今後、障害者や母子も含めた共生社会を作ろうという動きになっていますので、この地域支援事業だけではなく、地域生活支援事業、障害者又は健康増進事業、こういったものも含めて連携していく必要があると思います。やはり障害者の福祉サービスを提供されている事業者の意見も伺う必要もあろうかと思いますし、７月７日に幹部職員34名にお話しさせて頂きましたが、その後、健康福祉部や市役所の規範的統合はどうなっているのかおうかがいしたいところであります。
４番目は、議題とはややずれますが、社会福祉法人の責任者の方が多くいらっしゃいますので、地域における公益事業、こういったものをやりなさいと、国は言っているわけなので、空き家の活用や人材確保、災害の避難所の想定、こういったことを社会福祉法人もしっかりと対応をしていただきたいと考えています。
まとめとしては、策定委員会で策定の確定で地域の皆さん、皆様方の関りの度合いが、この地域のマネジメントがうまくいくかどうか直結しているものだと思っています。このマネジメントは、ＰＤＣＡサイクルによって課題を分析して共有、実施、評価、改善の繰り返しを積み重ねて行っていかないと、行田市は20年経つと無くなるということになりますので、皆さまのお知恵をお借りして、この策定をし、市にも本腰を入れて対応していただきたいと考えています。これについて何かありますか。

その前に、議事の中に※があります。会議の公開、非公開について事務局から報告をして頂いて、資料確認をしてから、そもそも皆様からのご意見を会だと思っておりますので、宜しくお願いします。

基本的には、議事は公開したいと思います。個人情報や法人の事業情報に関わる議題や公開する事で円滑な会議の進行が妨げられる場合は、改めて会議に図りたいと思います。宜しいでしょうか。
（了解）
　事務局より配布資料の確認をお願いします。

（資料確認）

それでは、第６回の内容についてご存じない方もいらっしゃったので、少しまとめさせていただきました。
市の方からご意見あればお願いします。

第６期の活動状況ですが、第７期の大きな考え方として、高齢者の在宅生活を支える仕組みが大きな目標として考えています。その中で、委員長の話でもありましたが、自立支援、重度化防止、介護予防ということでございます。地域共生社会の実現ということが、大きな柱になってくると考えています。
策定期間が短い理由ですが、第７期計画は、国の見える化システムをベースに数量等を検証するようにということです。このソフトの公開が遅れていることも影響し、開催が今となってしまいました。
次に、障害者福祉サービス事業者が参加していない理由ですが、今年度、障害者の福祉計画も同時進行しており、福祉課所管で進めています。第７期高齢者保健福祉計画、障害者の計画共に地域共生社会、丸ごと・我が事という、高齢者だけでなく障害者、子どもも含め複合的な問題も取り組み、支援、解決に向けて取り組んでいくことがあります。当然のことながら、障害者の計画にも記載されることだと思います。そして、それぞれで検討し、共有し、進めていく考えであります。
市役所の健康福祉部内の規範的統合について、健康福祉部内で今後、複合的な問題・課題を市として縦割りでなく、部全体で考えていく会議を予定しております。今後、継続的に定期的に行っていくと考えております。その中で対応していきたいと考えております。
地域福祉計画と似ている内容がある。この統合も市で担当が分かれて、後でまとめられることでしょうか。

地域福祉計画については、主の福祉事業の根幹となる大きな捉え方をしている計画です。この計画の中で定められたものに高齢者計画があり、枝分かれをしているところではございますが、根幹の理念については地域福祉計画に基づいて、考えていくべきところでございます。また、枝分かれしていくにしても、今後、この共生社会という考え方がありますので、その中で連携していくことになるところです。

第７期のポイントとなるのが、保険事業の評価、地域共生の推進、介護人材、30年度の医療、介護の増資改定の整合性、連携などが計画していく内容になっていくのでしょうか。
虐待対策に関して、国の方針ではそういったものも出てくるのかと思いますが、こちらで決めていくような計画なのでしょうか。

医療の方は県で定める事になるのですが、情報共有の連携は必要になってきます。情報は、随時、県からあると思いますので、連携をしていきたいと思います。
虐待については、継続して権利擁護の関係も含め、策定していきたいと思います。

今日の会議は、インターネットで公開しているのでしょうか。いつもは公開していると思います。会議の公開について書いてあるので毎回、傍聴者がいたはずです。福祉、障害者計画、地域福祉推進計画なども出たいと思うので、なるべく公開してほしいと思います。

今回のホームページへの公開、非公開の掲載ですが、手続きが遅くなり申し訳ありませんでした。次回からは、手続きの方を進めさせていただきます。

それを見て、必ず来られる方はいますので。また、今回の会場では狭く、資料を広げられないので、傍聴を考えた会場をお願いします。

ご用意させていただきます。
議事の期間が短いため、なるべく簡潔にしたいと思います。ここで提案ですが、電子メールを使って質問事項や検討事項を事前に共有し、市に問いかけをし、質問があれば、その時に市が資料を用意してもらうような会議の円滑化の補助をしたいと考えております。資料作成は大変かもしれませんが、メーリングリストをメールで前もって投げかけておいて会議の時は、お役にたてるように考えています。
有効な手段だと思います。もし、委員の中にそういった手段を持たないと言った場合はどうなさいますか。
では、事前の情報があれば市に質問をし、当日の質問になると次の一ヶ月後に返事となってしまい、リアルタイムで出来ませんので、そういった情報の共有や質問を早め、会議のスピードアップをしたいと思います。
ネットへのアクセスについて委員全員が十分とはいえないので、不適切ではないか。
了解しました。
次に、議題の①行田市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定について、事務局からご説明いただきたい。

資料１・２、事前資料１に基づき事務局から説明する。

ご意見等あればうかがいたい。
平成29年度までの人口推計となっているが、今後、１、２年の推測はあるのでしょうか。
人口推計は近い日時を用いて、第７期計画の平成32年、37年の推計値を厚生労働省の「見える化システム」を活用し、推計値を用意する予定となっております。次回の会議にてお示しします。

　平成28年度決算状況について、歳出の保険給付費（介護と介護予防）の支出割合が92.3％であるが、その内訳はどうなっているのか。
　資料を用意するので、後程お示しします。
　時間がかかるので、用意ができ次第お願いする。
　他になければ、議題の①は以上とする。

次に、議題の②第６期計画の実績及び現状について、事務局からご説明いただきたい。

資料３に基づき事務局から説明する。
ご意見等あればうかがいたい。
コーディネーターは１層だけか。２層、３層はどう考えているのか。
２層については、国・県等から新たに置くというよりも既存の形が取れればとあることから、既存の会議をあてがって機能するように検討しております。
　地域包括支援センターに配置するイメージなのか。

　地域支援ネットワーク会議が３層的やり方だと考えています。

他になければ、議題の②は以上とする。

次に、議題の③アンケート調査の概要について、事務局からご説明いただきたい。

事前資料２アンケート調査報告書及び資料４に基づき事務局から説明する。
ご意見等あればうかがいたい。

　質問項目に、入れ歯に関する事項も入れてもらいたいが。
　今後、調査の機会があれば、どのような質問が有効なのか相談させていただきます。
　他になければ、議題の③は以上とする。
　次に、議題の④今後の予定について、事務局からご説明いただきたい。

資料５に基づき事務局から説明する。

ご意見等あればうかがいたい。
　事前資料の配布は、10日前くらいまでにお願いしたい。
　なるべく早く準備します。

　他になければ、議題の④は以上とする。
　次に、議題の⑤その他について、事務局からご説明いただきたい。

　先ほどの藤井委員の質問に対する説明。
　差引残額が出ているが、毎年出ているのか。
毎年、残額は出ています。そのうち、国・県からの補助金等については返還し、それ以外は繰り越しとなります。それを基金として積立て、必要に応じて活用していきます。
毎年、予算が余るようであれば、介護予防等に有効活用してもらいたい。
参考とさせていただきます。介護予防事業に今後力を入れていきたいと思います。

第６期計画の中で、地域包括ケアシステムを平成37年度までに構築とあるが、行田市は、それ以前にピークが来てしまうので、早めに対応した方が良いのではないか。

そういったご意見も踏まえて、次回の会議にお示しする。

他になければ、議題の⑤は以上とする。
以上で、本日の議題は終了する。

７　閉会

以上をもって、第１回策定委員会を終了します。
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